豊田市地域生活支援事業所指定要綱

　（趣旨）

第１条　この要綱は、豊田市地域生活支援事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）第９条第２項の規定に基づき、豊田市地域生活支援事業を行う事業所の指定に関し、必要な事項を定めるものとする。

　（事業者の指定）

第２条　実施要綱第９条第１項の規定による、豊田市地域生活支援事業を行う事業所の指定は、地域生活支援事業を行う者の申請により、実施要綱第２条第２項に規定する事業（以下「事業」という。）の種類及び事業所ごとに行うものとする。

２　実施要綱第２条第１項に規定する事業のうち、第６号（ハ）に規定する事業については、当該事業のサービスの量を定めて行うものとする。

３　第１項に規定する申請は、豊田市地域生活支援事業所指定（更新）申請書（様式第１号）により行うものとする。ただし、実施要綱第２条第１項第６号のハに規定する事業の申請に係る添付書類は、次に掲げる事項を記載した書類とする。

（1） 申請者の定款及びその登記簿の謄本又は条例等

（2） 事業所の平面図及び設備の概要

（3） 利用者の推定数

（4） 事業所の管理者の氏名及び住所

（5） 管理者の経歴

（6） 運営規程

（7） 利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要

（8） 申請に係る事業に従事する従業者の勤務の体制及び勤務形態

（9） 申請に係る事業に使用する資産の状況

（10）事業計画書

（11）事業移行計画書

（12）その他指定に関し市長が必要と認める書類

４　市長は、実施要綱第２条第１項第６号（ハ）に規定するデイサービス型地域活動支援事業につき第１項の申請があった場合において、事業によるサービスの量が本市の障がい福祉計画において定める必要な量に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認めるときは指定をしないことができる。

　（変更の届出等）

第３条　実施要綱第９条第１項の規定により指定を受けた事業所（以下「事業所」という。）は、次に掲げる事項に変更があったときは、市長に対し変更届出書（様式第２号）を提出しなければならない。

（１）事業所の名称の変更

（２）事業所の所在地

（３）申請者（設置者）の名称

（４）主たる事務所の所在地

（５）代表者の氏名及び住所

（６）定款、寄付行為等及びその登記簿の謄本又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る。）

（７）事業所（施設）の平面図及び設備の概要

（８）事業所（施設）の管理者の氏名及び住所

（９）事業所のサービス提供責任者の氏名及び住所

（10）事業所のサービス管理責任者の氏名及び住所

（11）主たる対象者

（12）運営規程

（13）地域生活支援事業費等の請求に関する事項

（14）当該申請に係る事業の開始予定年月日

２　実施要綱第９条の規定により指定を受けた事業所が、事業を廃止し、休止し又は再開しようとするときは、市長に対し廃止・休止・再開届出書（様式第３号）を提出しなければならない。

　（指定の基準）

第４条　実施要綱第９条第２項の規定による事業所の指定の基準のうち、地域生活支援事業（以下「事業」という。）の種別に関する基準は別表１－１及び別表１－２に定めるとおりとする。

２　実施要綱第９条第２項の規定による事業所の指定の基準のうち、事業に従事する者の資格、事業の人員、設備等に関する基準は次に掲げるとおりとする。

（１）移動支援事業に従事する者の資格に関する基準は、別表２に定めるとおりとする。

（２）日中一時支援事業の人員に関する基準は、別表３に定めるとおりとする。

（３）地域活動支援センターⅢ型の設備及び運営に関する基準は、豊田市指定障がい福祉サービスの事業等の設備、運営に関する基準等を定める条例（平成２４年１２月２７日条例第５４号。以下「条例」という。）に定めるもののほか別紙「豊田市地域活動支援センター事業実施要綱」のとおりとする。
（４）デイサービス型地域活動支援事業及び同事業を行う地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準は、条例に定めるもののほか別紙「豊田市デイサービス型地域活動支援事業の人員、設備及び運営に関する基準」のとおりとする。

３　前項において、利用者数に応じた配置すべき職員の数が定められている指定障がい福祉サービス事業については、指定を受けようとする事業の利用者数を指定障がい福祉サービスの利用定員に合算しても、障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障がい福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「障がい福祉サービス事業指定基準」という。）に定める人員の基準を満たしていなければならない。

４　前３項に定めのない基準については、別表４に定めるとおりとする。

　（指定の更新等）

第５条　実施要綱第９条第１項の事業者の指定の有効期間は、指定の日から起算して６年とする。ただし、事業（身体障がい者移動入浴事業及び地域活動支援事業を除く。）の初回の指定の有効期間は、別表５に定めるとおりとする。

２　実施要綱第９条第１項の事業者の指定は、指定の有効期間の満了の日までにそれらの更新を受けなければ、その期間の経過によって、それらの効力を失う。
３　前項ただし書の申請があった場合において、指定の有効期間の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有するものとみなす。

４　前項の場合において、期間を更新して指定がされたときは、当該指定の有効期間は、従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。

５　第１項による更新の手続きは、豊田市地域生活支援事業所指定（更新）申請書（様式第１号）により行うものとする。

　（指定の有効期間の例外）

第６条　前条の規定にかかわらず、豊田市デイサービス型地域活動支援事業の人員、設備及び運営に関する基準第３条第１項の規定により、実施要綱第２条第１項第６号（ハ）に掲げるデイサービス型地域活動支援事業を行う事業者の指定の有効期間は、指定を受けた日から起算して５年間とする。ただし、次に掲げる場合は、１年間に限り指定の有効期間を延長することができる。

（１）指定を受けた日から起算して５年を経過する日までに、障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１８年法律第１７１号。以下「法」という。）第５条各号に規定するもののうち、生活介護若しくは就労移行支援または多機能型により就労移行支援と就労継続支援を行う事業者として、法第３６条第１項の規定による指定を受けられなかった場合

（２）その他特別な事情により市長が認めた場合

　（委任）

第７条　この要綱に定めるもののほか、事業所の指定に関し必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、令和３年１月１日から施行する。

（準備行為）

２　この要綱を施行するために必要な準備行為は、この要綱の施行日前においても行うことができる。

　（経過措置）

３　平成２９年６月１日（以下「基準日」という。）の時点において、実施する事業の指定の有効期間と、同一の事業所で実施する法第５条第２項に規定する居宅介護、法第２条第４項に規定する同行援護、第２条第５項に規定する行動援護、法第５条第７項に規定する生活介護又は法第５条第８項に規定する短期入所（以下「併設事業」という。）の指定の有効期間が異なる場合は、基準日の直近となる事業の指定の有効期間満了に伴う更新手続において定める指定の有効期間を、指定の更新を受けた日から併設事業の指定の有効期間の満了日までとすることができる。

	事業者の区分

実施する事業
	都道府県知事、政令市長、中核市長から指定障がい福祉サービス事業者として指定されている事業所がサービス事業所を併設して事業を行う場合
	都道府県知事、政令市長、中核市長から指定障がい者支援施設等事業者として指定されている施設（みなし通所施設）がサービス事業所を併設して事業を行う場合
	平成18年10月１日前から継続して障がい者デイサービスを提供している事業者（都道府県の指定なし）が事業を行う場合

	
	指定居宅介護、指定重度訪問介護、指定行動援護又は指定同行援護の指定あり
	指定短期入所の指定あり
	指定生活介護の指定あり
	基準該当生活介護の登録あり
	基準該当短期入所の登録あり
	
	

	移動支援事業
	指定可
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	生活サポート事業
	指定可
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	日中一時支援事業
	日中短期入所事業
	－
	指定可
	指定可
	指定可
	指定可
	指定可
	指定可

	
	地域生活支援デイサービス事業
	－
	指定可
	指定可
	指定可
	指定可
	指定可
	指定可


別表１－１　事業の種別に関する基準

別表１－２　事業の種別に関する基準

	事業者の区分

実施する事業


	条例第１７条から第２０条及び豊田市地域活動支援センター実施要綱の基準に合致している場合。ただし、事業所の所在地が豊田市外の場合は、当該市町村長から地域活動支援センターとして指定もしくは契約を締結していること（小規模作業所等から移行し地域活動支援センターとなった場合は、小規模作業所等の活動実績を含む）。
	現に障がい福祉サービス事業（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護を除く）及び地域生活支援事業のうち日中一時支援又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。）第６条の２の２に規定する障がい児通所支援を行っておらず、５年以内に生活介護又は就労移行支援、就労継続支援事業を実施する場合

	地域活動支援センター
	Ⅲ型
	指定可
	―

	
	デイサービス型
	－
	指定可


別表２　移動支援事業に従事する者の資格に関する基準

	移動支援事業に従事する者は、次に掲げる資格のいずれかに該当する者でなければならない。

１ 介護福祉士

２ 移動介護従業者養成研修修了者（全身性・視覚・知的）

ただし、ホームヘルパーの資格がなく、ガイドヘルプ研修の修了資格のみの者は、その資格対象となる障がい者に対するサービス提供に限り従事可とする。

３ ヘルパー１級課程修了者・看護師

４ ヘルパー２級課程修了者

５ 視覚障がい者に対する移動支援を行う者で移動介護従業者養成研修を修了していない場合は、豊田市居宅介護従業者養成研修事業者指定事務取扱要綱の例により事業所が実施する「移動の介護に係る技術に関する演習」を受講した者であること
６ 同行援護従業者養成研修修了者

　ただし、視覚障がい者に対するサービス提供に限り従事可とする。

７ 行動援護従業者養成研修修了者

　ただし、知的障がい者及び精神障がい者に対するサービス提供に限り従事可とする。

８ 居宅介護職員初任者研修修了者

９ 居宅介護従業者基礎研修修了者




別表３　日中一時支援事業の人員に関する基準

	障がい福祉サービス事業指定基準のうち、人員に関する基準の一部を次のように変更して準用する。

１　指定生活介護事業所若しくは指定短期入所事業所に併設して日中一時支援を行う事業所に置くべき従業者及びその員数は次のとおりとする。

ア　生活支援員

イ　生活支援員の総数は、サービスを提供している時間帯において、平均支援区分ごとに次に掲げる数とする。この場合において、利用者のうち区分認定を受けていないものについては区分３として算出すること。

（ア）平均支援区分４未満　　　　　利用者数を６で除した数以上

（イ）平均支援区分４以上５未満　　利用者数を５で除した数以上

（ウ）平均支援区分５以上　　　　　利用者数を３で除した数以上

ウ　生活支援員のうち１名以上は常勤でなければならない。

２　基準該当生活介護事業所に併設して日中一時支援を行う事業所に置くべき従業者及びその員数は、指定基準第９４条及び第９４条の２の規定を準用する。その場合において、「指定通所介護等の利用者の数と基準該当生活介護を受ける利用者の数の合計数」を「指定通所介護等の利用者の数と基準該当生活介護を受ける利用者の数及び日中一時支援を受ける利用者の合計数」と「指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録者（指定地域密着型サービス基準第六十三条第一項又は第百七十一条第一項に規定する登録者をいう。以下同じ。）の数とこの条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサービス、第百六十三条の二の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは第百七十二条の二の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支援基準第五十四条の八の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは指定通所支援基準第七十一条の四において準用する指定通所支援基準第五十四条の八の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを利用するために当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障がい者及び障がい児の数の合計数」を「指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録者（指定地域密着型サービス基準第六十三条第一項又は第百七十一条第一項に規定する登録者をいう。以下同じ。）の数とこの条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサービス、第百六十三条の二の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは第百七十二条の二の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支援基準第五十四条の八の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは指定通所支援基準第七十一条の四において準用する指定通所支援基準第五十四条の八の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを利用するために当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障がい者及び障がい児の数及び日中一時支援を受ける利用者の合計数」と読み替えるものとする。

３　基準該当短期入所事業所に併設して日中一時支援を行う事業所に置くべき従業者及びその員数は、指定基準第１２５条の２及び第１２５条の３の規定を準用する。その場合において、「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊サービスを利用する者の数と基準該当短期入所の提供を受ける障がい者及び障がい児の数の合計数」を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊サービスを利用する者の数と基準該当短期入所の提供を受ける障がい者及び障がい児の数の合計数及び日中一時支援を受ける利用者の合計数」と読み替え、「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用者の数と第九十四条の二の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサービス、第百六十三条の二の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは第百七十二条の二の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支援基準第五十四条の八の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは指定通所支援基準第七十一条の四において準用する指定通所支援基準第五十四条の八の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを受ける障がい者及び障がい児の数」を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用者の数と第九十四条の二の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサービス、第百六十三条の二の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは第百七十二条の二の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支援基準第五十四条の八の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは指定通所支援基準第七十一条の四において準用する指定通所支援基準第五十四条の八の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを受ける障がい者及び障がい児の数及び障がい児の数の合計数及び日中一時支援を受ける利用者の合計数」と読み替えるものとする。




別表４

	事業
	基準

	移動支援
	障がい福祉サービス事業指定基準に規定する居宅介護に関する基準（第２６条及び第３２条を除く。）を準用する。

	身体障がい児者移動入浴事業
	指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。）を準用する。

	身体障がい児者自立支援事業
	障がい福祉サービス事業指定基準に規定する居宅介護に関する基準（第２６条及び第３２条を除く。）を準用する。

	日中一時支援事業

（生活介護に併設して実施する場合に限る。）
	障がい福祉サービス事業指定基準に規定する生活介護に関する基準を準用する。

	日中一時支援事業

（基準該当生活介護事業所に併設して実施する場合に限る。）
	障がい福祉サービス事業指定基準に規定する基準該当生活介護に関する基準を準用する。

	日中一時支援事業

（短期入所に併設して実施する場合に限る。）
	障がい福祉サービス事業指定基準に規定する短期入所に関する基準を準用する。

	日中一時支援事業

（基準該当短期入所事業所に併設して実施する場合に限る。）
	障がい福祉サービス事業指定基準に規定する基準該当短期入所に関する基準を準用する。

	生活サポート事業
	障がい福祉サービス事業指定基準に規定する居宅介護に関する基準を準用する。


別表５

	事業
	指定の有効期間

	移動支援
	指定の更新を受けた日から同一の事業所で実施する法第５条第２項に規定する居宅介護又は法第２条第４項に規定する同行援護若しくは第２条第５項に規定する行動援護の事業者指定の有効期間の満了の日のうち、直近の日までの間とする。

	身体障がい児者自立支援事業
	指定の更新を受けた日から同一の事業所で実施する法第５条第２項に規定する居宅介護の事業者指定の有効期間の満了の日までの間とする。

	日中一時支援事業

（生活介護に併設して実施する場合。基準該当生活介護事業所を含む。）
	指定の更新を受けた日から同一の事業所で実施する法第５条第７項に規定する生活介護の事業者の指定有効期間又は基準該当生活介護の登録有効期間の満了の日までの間とする。

	日中一時支援事業

（短期入所に併設して実施する場合。基準該当短期入所事業所を含む。）
	指定の更新を受けた日から同一の事業所で実施する法第５条第８項に規定する短期入所の事業者指定の有効期間又は基準該当短期入所の登録期間の満了の日までの間とする。

	生活サポート事業
	指定の更新を受けた日から同一の事業所で実施する法第５条第２項に規定する居宅介護の事業者指定の有効期間の満了の日までの間とする。


（様式第１号）

	受付番号
	


豊田市地域生活支援事業所　指定（更新）申請書

　　年　　月　　日

　豊田市長　様

申請者（設置者）
主たる事務所の所在地　

名　称　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　豊田市地域生活支援事業実施要綱第９条第1項に規定する地域生活支援事業所として指定（更新）を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

	申請者（設置者）
	フリガナ
	

	
	名　　称
	

	
	主たる事務所の所在地
	（郵便番号　　　　－　　　　　）

	
	
	

	
	法人である場合その種別
	
	法人所轄庁
	

	
	連絡先
	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	
	代表者の職・氏名・生年月日
	職名
	
	フリガナ
	

	
	
	
	
	氏名
	

	
	
	生年月日
	　　　　　年　　月　　日

	
	代表者の住所
	（郵便番号　　　　－　　　　　）


	指定（更新）を受けようとする
事業所の種類
	フリガナ
	

	
	名　　称
	

	
	事業所の所在地
	（郵便番号　　　　－　　　　　）



	
	連絡先
	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	
	同一所在地において行う事業の種類
	実施事業
	指定（更新）申請をする事業等の事業開始予定年月日
	実施事業
	指定を受けている事業等の指定年月日
	備考

	
	地域生活支事業
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	事業所番号
	地域生活支援事業所として既に指定を受けている場合

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	添付書類
	都道府県、政令市、中核市に申請した書類の写し及び指定通知の写し及びその他市長が必要と認める書類


記載上の注意

１「受付番号」欄には記載しないでください。

２「法人である場合その種別」欄には、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「一般社団法人」「一般財団法人」「株式会社」「有限会社」等の別を記載してください。

３「法人所轄庁」欄には、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。　

４「同一所在地において行う事業等の種類」欄には、今回申請をするもの及び既に指定を受けているものについて事業の種類を記載し、該当する欄には「○」を記載してください。　　

５「事業所番号」欄には、豊田市地域生活支援事業所として既に指定を受け、番号が付番されている場合に、その事業所番号を記載してください。複数の番号を有する場合には、適宜様式を補正して、その全てを記載してください。

６　移動支援のうち、視覚障がい者に対してサービスを提供する者が移動介護従事者研修を終了していない場合には、事業所において「居宅介護従業者養成研修等について」（平成１５年３月２７日障発第０３２７００１１号）に準じた「移動介護に係る技術に関する演習」を実施し、その受講証明書を添付してください。
（様式第２号）

変更届出書
　　年　　月　　日

　豊田市長　様

申請者（設置者）
主たる事務所の所在地　

名　称　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

次のとおり指定を受けた内容について変更がありましたので届け出ます。

	
	事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	指定内容を変更した

事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	
	サービスの種類
	

	変更があった事項
	変更の内容

	1
	事業所の名称
	（変更前）

	2
	事業所の所在地
	

	3
	申請者（設置者）の名称
	

	4
	主たる事務所の所在地
	

	5
	代表者の氏名及び住所
	

	6
	定款・寄付行為等及びその登記簿の謄本又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る。）
	

	7
	事業所の平面図及び設備の概要
	

	8
	事業所の管理者の氏名及び住所
	（変更後）

	9
	事業所のサービス提供責任者の氏名及び住所
	

	10
	事業所のサービス管理責任者の氏名及び住所
	

	11
	主たる対象者
	

	12
	運営規程（従業者の員数、利用定員、営業時間、サービスの提供範囲等、運営規定に記載することとなっている内容の変更）
	

	13
	地域生活支援事業費等の請求に関する事項
	

	14
	当該申請に係る事業の開始予定年月日
	

	変更年月日
	　　　　　　　年　　月　　日

	添付書類
	都道府県、政令市、中核市に変更を届ける際に添付した書類の写し及びその他市長が必要と認める書類


備考
１　変更があった事項については、該当する項目番号に○を付してください。

２　変更内容が分かる書類を添付してください。
３　変更の日から１０日以内に届け出てください。

（様式第3号）

廃止・休止・再開届出書
　　年　　月　　日

　豊田市長　様

申請者（設置者）
主たる事務所の所在地　

名　称　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

次のとおり事業の廃止（休止・再開）について届け出ます。

	
	事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	廃止（休止・再開）する
事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	廃止・休止・再開年月日
	　　　　年　　月　　日

	廃止・休止理由
	

	現に地域生活支援事業によるサービスを受けていた者に対する措置

（廃止・休止する場合のみ）
	

	休止予定期間
	　年　　月　　日～　　　年　　月　　日


備考
　1　事業の再開に係る届出にあっては、当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態が休止前と異なる場合には、勤務体制・形態一覧表を添付してください。
　2　事業の再開に係る届出にあっては、再開の日から10日以内に届け出てください。
　3　事業の廃止・休止に係る届出にあっては、廃止・休止の日の1か月前までに届け出てください。
